

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































　①見解は、 4条 1 項19号が商標の周知性・著名性を要件として、さらに、
出願時及び査定審決時において両時判断（ 4条 3項）がされ、後発的無効理








































































































































































































42.119.02」 別 紙 1 及 び 2（http://www.jpo.go.jp/shiryou/kijun/kijun 2 /pdf/
syouhyoubin/42_119_02.pdf）参照。
（ 3）山田威一郎「商標法における公序良俗概念の拡大」知財管理2001年12月号1863頁
以下、齊藤整・勝見元博「最近の審判決例にみる商標法第 4条第 1項第 7号における
公序良俗概念」パテントVol.59No. 8 54頁以下2006年、小泉直樹「いわゆる「悪





















（ 7）川島武宜ほか編『新版・注釈民法（ 3）総則（ 3）90条─137条』94頁以下「民法
90条〔森田修〕」（有斐閣、2003年）参照。
（ 8）民法90条の立法史について、山本敬三「90条（公序良俗違反の法律行為）」広中俊





























































































（49）「Old smuggler」抗告審判昭和32年 4 月10日審決公報144号83頁。
































































63巻 9 号1471頁、岡邦俊「判批」JCAジャーナル60巻 6 号90頁、堀江亜以子「判批」
福岡大学法学論叢58巻 2 号395頁。
（73）「遠山の金さん」知財高判平成26年 3 月26日判時2239号104頁。生駒正文・久々湊
























速報434号 4 頁、廣田美穂「判批」知財管理62巻 3 号335頁。
（83）「特許大学院」東京高判昭和56年 8 月31日判例工業所有権法2757号13頁。



































（99）「のらや事件」知財高判平成27年 8 月 3 日裁判所ウェブサイト。生駒正文＝久々湊
伸一「判批」特許ニュース平成29年 5 月10日、田中浩之「判批」ジュリ1487号 8 頁、
麻生典「判批」特許研究62号46頁。



































































































（130）「i モード事件」（知財高裁平成22年 3 月30日裁判所ウェブサイト）では、「商標法











　　この点は、「フランク三浦事件」（知財高判平成28年 4 月12日判時 2315号100頁、
小林利明「判批」ジュリ 1496号 8 頁、生駒正文＝久々湊伸一「判批」特許ニュース 
14472号10頁、松村信夫＝赤松俊治「判批」知財管理 67巻 2 号223頁、伊達智子「判











とになるので 4 条 1 項15号の適用をすべきであったとするが、無関係の者が商標を独







（138）松田さとみ「私的領域における法 4 条 1 項 7 号の適用に関する考慮要素の検討」




























































（東京高判昭和30年 6 月28日判時58号 9 頁、白川和子「判批」ジュリ174号72頁、成
富信夫「判批」ジュリ別冊14号122頁）がある。また、剽窃的な出願に基づくものと
して「ADAMS」事件（東京高判平成15年 7 月16日判時1836号112頁。訳釈として、
宮脇・前掲注（150）参照）がある。髙部眞規子「商標権の行使と権利の濫用」牧野
利秋ほか編『知的財産法の理論と実務第 3巻［商標法・不正競争防止法］』113頁以下
（新日本法規出版、2007年）参照。
（160）例えば、小島・前掲注（34）569頁は、「商標持主と公衆の間に一種の契約が成立」
するとして、商標権を「信託を受けた権利」と解する。この見解は、私権の公共性の
観点から述べるものである（民法 1条 1項）。髙部・前掲注（33）963頁も「民法90条
の役割と異なる」とし、基本的には立法による解決を主張する。
（161）例えば、土肥・前掲注（149）118頁は、未登録商標が自己の業務にかかる商品又
は役務を表示するものとして需要者の間に認識されている状態を「保護に値する占有
状態」と称し、「悪性を伴う主観的な特別な事情」との相関関係により判断する。
（162）木棚・前掲注（79）100頁は、このような必要性と有用性を指摘する。
（163）小林十四雄ほか編『最新判例から見る商標法の実務Ⅱ［小林］』372頁（青林書院、
2012年）。工藤莞司「判批」判例時報2057号185以下は、インディアンモーター事件に
ついて、 7号に該当しないのは「自由競争の範囲内」の行為であるとする。
（164）松尾・前掲注（74）763頁は、具体的拒絶理由と先願主義があるため、商標制度の
70
全体系の中で公序良俗論を検討する必要性を述べる。
（165）松尾・前掲注（74）1166頁も 7 号の一般条項性を明確にすることで公序良俗の内
包は統一して充実されることを示唆する。
（166）本判決の評釈として、飯田恭示・判タ臨増1096号20頁、大村敦志・ジュリ臨増
1224号64頁、岡林伸幸・判評519号22頁（判時1776号192頁）、上野達弘・ジュリ別冊
188号240頁、馬場圭太・民商126巻 3 号123頁、曽野裕夫・法教別冊258号14頁（付
録・判例セレクト2001）、石田剛・法セ562号118頁、後藤巻則・リマークス25号10
頁（2002年下）。
（167）また、知的財産権と競争秩序の問題は、独占禁止法と多く関連している。紙幅の
関係上、この点についても、別稿に譲りたい。
（168）田村善之「判断機関分化の調整原理としての包装禁反言」知的財産法政策学研究
第 1号11頁以下。
（169）茶園成樹「EUドイツ法における悪意の出願」小林直樹ほか編『はばたき─21世
紀の知的財産法─中山信弘先生古稀記念論文集』836頁以下（弘文堂、2015年）は、
ドイツ法の検討・示唆により、我が国でも悪意の出願の規制を認めるべきであり、現
行法上、その法的根拠は 7号に求めるべきとし、19号を無意味にしないためにも、①
認識、②意図、③法的保護の程度に即していえば、②意図の内容が中心的な問題とな
り、少なくとも19号の「不正の目的」に止まらない出願人の妨害的意図が必要とす
る。アメリカ法について、井関涼子「公序良俗違反に基づく商標の不登録事由─米国
「REDSKINS」商標登録取消審決を題材に」同812頁。先行文献として、満田重昭
「不正競争としての商標登録─外国商標の登録をめぐって─」学会年報 4 号101頁以
下。
